
平成29年5月18日 

各 位 

会 社 名 

 

代表者名 代表取締役社長 長谷川 博之 

（コード番号 1 8 4 7  東証第一部 ） 

問合せ先 財務経理部長 渡辺 直之 

（ T E L . 0 3 - 5 9 3 1 - 5 6 4 2 ） 

 

中期経営計画の修正に関するお知らせ 

 

当社は本日開催の取締役会において、平成28年3月11日に公表いたしました2019年度を最終年度

とする「中期経営計画に関するお知らせ」の経営目標につきまして、業績動向をふまえて2017年度

以降を下記のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．売上高・利益計画 

（修正前）                               （単位：百万円） 

 2017年度 2018年度 2019年度 

 金 額 利益率 金 額 利益率 金 額 利益率 

売 上 高 73,000  75,000  80,000  

営 業 利 益 2,550 3.5％ 2,600 3.5％ 2,800 3.5％ 

経 常 利 益 2,450 3.4％ 2,500 3.3％ 2,700 3.4％ 

（修正後）                               （単位：百万円） 

 2017年度 2018年度 2019年度 

 金 額 利益率 金 額 利益率 金 額 利益率 

売 上 高 82,000  83,000  84,000  

営 業 利 益 3,700 4.5％ 3,700 4.5％ 3,750 4.5％ 

経 常 利 益 3,600 4.4％ 3,600 4.3％ 3,650 4.3％ 

※自己資本利益率１０％以上を目標 

 

２．修正の理由 

本日公表いたしました平成29年3月期決算短信のとおり、中期経営計画の最終年度の計画数

値を前倒しで達成いたしました。先行きの建設需給には労務費の高騰や資材高など不確定な要

素はあるものの、景気は緩やかながら持ち直しており、足元の受注環境も手堅く推移している

ことから、残る３ヶ年の経営目標を上方修正することといたしました。 

以 上 
詳細につきましては、弊社ホームページ(https://www.ichiken.co.jp)をご参照ください。 

本資料に掲載されております計画や見通し等、将来に関する事項は本書面の発表日現在における当社の戦略や仮定に基

づいており、実際の業績は、様々な要素により記載内容とは異なる結果となる可能性があります。 

 

https://www.ichiken.co.jp/
takagaki-k
新規スタンプ
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品質の向上と安全の徹底に努め、

いかなるときもクリエイティビティを発揮し、

商業空間事業を通じ、

快適で豊かな社会の実現をめざします。

より豊かで快適な『くらし空間』を

創造し続けることで広く社会へ貢献する。

経
営
理
念

■ 当社の将来像(経営理念･経営ビジョン)

ビ
ジ
ョ
ン

建設事業の基本戦略は｢差別化集中戦略｣で営業力強化



■ 事業環境認識

・国内景気は緩やかながら拡大傾向も

先行きの景気動向は不透明。

・人手不足の影響が深刻。労務費や

運送費の高騰も懸念材料。ＩＣＴ(注1)

や人工知能(ＡＩ)の活用 等、生産性を

高める取り組みがクローズアップ。

・「働き方改革」が避けては通れない

経営課題。

・担い手確保のための取り組み加速。

(待遇格差是正、社会保険の加入促進 等)

・手持ちの受注残や足元の受注環境は

良好で手堅く推移しているが、技能

労働者不足から工事の許容能力とを

睨み合わせ、採算重視で取り組み。

・東京五輪前後の建設投資の一巡後に

予想される反動減への対策。

・ＢＩＭ(注2)を導入。設計や施工提案の

強化とともに生産性の改善を企図。

・長時間労働の是正や適切な休日確保、

処遇改善等、労働環境の改善を推進。

社会・経済の動向 当社を取り巻く環境

計画的な経営体力の増強と将来対応の事業検討や投資を積極的に実施して

当初に掲げた『重点施策』の実現に向けて取り組みを継続する。

（2017年５月時点）

（注2）ＢＩＭ(ビム)：「Building Information Modeling」の略称。コンピュータ上に作成した３次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様
性能、仕上げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築すること。

（注1）ＩＣＴ：情報通信技術



■ 中期経営計画（修正内容のサマリー）

現状の『中期経営計画』は、2015年度を初年度する

2019年度までの5ヵ年計画

定 量 面

2019年度に売上高800億円

経常利益27億円としていた

目標を２年目で前倒しで達成。

定 性 面

重点施策は継続するが、建設事業は
採算性とともに｢生産性｣を重視する。

【 重点施策(詳細は別紙) 】

⦿技術提案力の強化（差別化・優位性）

⦿建設事業は採算性と生産性を重視
した取り組みを強化

⦿不動産事業の活性化

⦿新規事業への取り組み

⦿マネジメント力の向上
（人材育成、コンプライアンス遵守 等）(計画数値の詳細は別紙)

持続的な成長を維持していく
ため2017年度以降の3ヵ年
を増収計画に上方修正する。



■ 売上高計画を上方修正
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■ 建設事業の主軸は商業施設
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■ 内改装(リニューアル)分野への取り組み実施

内装・改装工事比率は２割強を目標
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■ 営業利益の計画を上方修正
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■ 経常利益の計画を上方修正
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■ 経営目標（修正計画のまとめ）

単位：百万円、率は利益率

⦿ ＲＯＥ（自己資本利益率）は１０％以上を目標
⦿ 安定的な配当、内部留保の充実、継続的な投資を実施

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

計画 率 計画 率 計画 率 計画 率 計画 率

売 上 高 71,000 72,000 73,000 75,000 80,000
営 業 利 益 3,400 4.8 2,500 3.5 2,550 3.5 2,600 3.5 2,800 3.5
経 常 利 益 3,300 4.6 2,400 3.3 2,450 3.4 2,500 3.3 2,700 3.4

■修正前（2016年2月発表時の内容）

■修正後

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

実績 率 実績 率 計画 率 計画 率 計画 率

売 上 高 71,778 81,495 82,000 83,000 84,000

営 業 利 益 3,890 5.4 4,355 5.3 3,700 4.5 3,700 4.5 3,750 4.5

経 常 利 益 3,788 5.3 4,276 5.2 3,600 4.4 3,600 4.3 3,650 4.3



■ 投資計画

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

設
備
・
経
常
的
投
資

戦
略
的
事
業
投
資

生産性向上への対応（ＢＩＭ(※)導入、ｉ-Construction対応 他）

基幹システム更新

プロジェクトファイナンス等の利用検討、ＳＰＣ 等

不動産収益物件への投資

新規事業（Ｍ＆Ａの利用 等）

セキュリティ対策、ＩＴ周辺機器更新 他

事業所新設、移転

保有不動産の活性化

追加開発、改良 他

海外市場進出の検討（視察 等）

本社移転

※ＢＩＭ（ビム）：「Building Information Modeling」の略称。コンピュータ上に作成した３次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の
仕様・性能、仕上げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築すること。

建設資材等の商品開発

情報収集
・

事例研究



■ 重点施策(経営目標達成に向けた施策)

施策１ 技術提案力の強化（差別化・優位性）

・技術集団として、社会から信頼される品質・安全の提供や環境に配慮し、多様化するニーズに対して差別化、優位性
を提案できる営業力を強化する。
・今後利用の増加が見込まれるＢＩＭの導入を実施。また省エネ設計による建築企画の提案や作業所のＣＯ2の削減等の
取り組みを推進する。

施策２ 建設事業は採算性と生産性を重視した取り組みを強化

・建物用途別の売上構成は商業施設７割、マンション他で３割を基本とする。また潜在需要の見込める内装・改造・
リニューアル工事への取り組みも推進する。
・耐震建築や建物のライフサイクルコスト等、社会からのニーズへの対応力の向上や環境マネジメントシステムの導入
を機として地球環境に配慮した事業活動を推進する。

施策３ 不動産事業の活性化

・保有資産の立地や用途等の資産構成の見直しを実施。建設事業の収益を補完するための不動産開発投資による事業
計画の検討も継続的に進める。

施策４ 新規事業への取り組み ～新たな成長基盤を構築～

・持続的な発展のため、将来の成長基盤となる事業分野を多面的に検討する。当面は建築工事の周辺分野を軸に、
Ｍ＆Ａ等を活用した取り組みを検討する。

施策５ マネジメント力の向上（人材育成、コンプライアンス遵守 等）

・人材育成のための各種研修やマネジメントツールを導入し管理レベルを向上(環境ＩＳＯ14000、ＣＯＨＳＭＳ(注) 他)
・「働き方改革」を推進する。（長時間労働の是正、適切な休日の取得等） (注)建設業労働安全衛生マネジメントシステムの略称

・ＩＣＴ(情報通信技術)導入推進の一環として、会計・原価管理の基幹システムを全面更新。
・災害時の対応を体系的に整備し、国交省から「建設会社における災害時の事業継続力認定」の交付を受けた。
・複雑化する経済社会の中での事業活動による予測しがたい事象に対して、的確に判断できる現場力を磨いていく。



2015年度 2016年度 17年度～19年度(キーワード) 継続課題

施策
１

⦿技術への投資
⦿環境保全への取り組み
⦿ｉ-Construction対応

施策
２

⦿経営目標修正
⦿生産性の向上

施策
３

⦿多様なアプローチ
（PJファイナンス、SPC 等）

⦿収益物件の保有

施策
４

⦿新規事業の継続検討
⦿具体的案件への投資

施策
５

⦿次世代を担う人材育成
⦿マネジメントシステムの
定着

⦿連結決算対応

ＢＩＭ導入準備 担当別教育実施

技術系講習会

商品開発試作

売上総利益率8％台に増加

最終年度の売上・利益目
標を前倒し達成

低採算物件の処理(減損、売却)

収益物件取得の取り組み

保有商業施設活性化着手

情報収集/事例研究

海外視察

Ｍ＆Ａ(デューデリ)

ＢＣＰ認定取得

教育研修(営業・技術・コンプライアンス他)

ＩＣＴ導入推進（建設クラウド稼動、ＷＦ決裁他）

環境ＩＳＯ全支店導入

■ 重点施策の進捗レビュー(主な内容)

人材育成

企業風土

働き方改革

ＩＣＴ

（情報通信技術）

採用、人材育成、
人事制度、ＷＬＢ、
人材の多様化、
人員構成、
労務リスク 等

働きやすい職場環
境、若年層定着、
ＣＳＲ、企業ブラ
ンド・イメージ等

情報系システム、
生産性の改善、
セキュリティー対
策 等




